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本研究では、東日本大震災の復興財源の確保手段として注目される増税と国債をテーマに、増税・国債

に関する情報提示を伴う意思決定調査を行った。調査は3種類の実験条件のもと被験者300人を各実験条件

100人ずつとなるよう3グループにランダムに割り当て行われた。増税・国債のどちらを支持するかに関す

る質問項目、および、増税・国債の支持に影響を及ぼすと考えられる個人属性に関する質問項目を設定し、

被験者から回答を得た。その結果、増税・国債に関する情報の提供前より提供後において被験者が有意に

国債を支持する傾向があるという結果が得られた。また、「新聞を情報源とする」や「本を読むことに抵抗

がない」といった属性を持つ人は、そうでない人に比べて情報提供により有意に国債を支持する傾向があ

るという結果が得られた。 
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1.研究の背景と目的 

『土木計画』とは，我々の社会に存在する様々な土

木施設の「整備」，「運用」を通じて，その方法・手

順等を考え企てること，また，その企ての内容を意

味し 1)，その最終目標は，より良い社会へと改善し

ていくことである．こうした『土木計画』において，

現在考えられる最重要課題の一つとして，2011 年 3

月 11 日に起きた東日本大震災の復興計画が挙げら

れる． 

復興の予算調達に関する施策として，消費税増税

や国債の発行が検討・実施されている．2012 年 7 月

20 日現在，消費税増税法案についての実質審議が行

われており，また，復興財源確保のため，「個人向け

復興国債」等の国債発行も行われている． 

これらの施策は日本経済の動向に深く関わる重要

なテーマであるため，その決定に際しては，十分な

情報を基にし，慎重に議論を重ねていく必要がある

だろう．他方，「復興財源に充てるための増税」に関

する世論調査において，わずか一カ月の間に賛成と

反対が逆転する現象が起こっており，国民の意見が

短期間に大きく変動しているという事実がある 2)．

また，田中（2012）では，新聞メディアにおいて，

増税に対する好意的な情報やメッセージが，国債に

対する好意的な情報やメッセージより多いという分

析結果を示している 3)．こうしたことから，「予算の

調達方法という重要な事項でありながら，一般の人

が国債発行・増税に関して十分に情報を持たないで

意思決定を行っている」可能性が示唆されているも

のと考えられる．十分な情報を持たないで行われた

国民の意思決定により，日本経済，社会に対して悪

影響を及ぼされることは，是が非でも避けなければ

ならない事態であろう． 

また，青木ら(2003)
 4)のように，公共事業に関する

情報提示型の意思決定研究は行われており，こうし

た国民の政治的課題についての意思決定を取り扱う

政治心理学的アプローチは，民主主義政体における

世論の影響力が向上した今日の公共事業政策を考え

る上で，重要なアプローチになると考えられる． 

以上の背景を踏まえて，本研究では，国債発行や

増税に関して，客観情報を適切に与えられた場合と

そうでない場合とで，人々の判断がどのように異な

るのかを実証的に分析し，それを通して，適切な情

報を提供することで人々の判断が適正化する可能性

があるか否かについて考察を加えることを目的とす

る．また，客観情報の与え方に変化をつけ，適正な

情報の提示方法について探索的に分析する． 

 

2.方法 

本調査は，Web アンケート調査会社である楽天リ

サーチ(株)を通じ，全国のモニター300 名を対象とし

て実施した． 

本調査では 3 種類の実験条件（2.1 参照）を用意
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し，全被験者 300 名のうち各 100 名を上記 3 種類の

実験条件いずれか 1 つに割り当て，各実験条件に割

り付けた質問項目をそれぞれ回答するように被験者

に要請した．そしてその後に，被験者 300 名全員が

共通の個人属性に関する質問項目に回答するように

要請した． 

なお，実験条件によらず，全ての質問項目で一度

回答して次項目へ進むと，前項目には戻れない仕様

となっている．また，各実験条件への被験者の割り

振りは無作為に行われた．さらに，被験者の男女比

は 1：1，年齢分布は日本の年齢別人口分布に概ね一

致するようにした． 

 

2.1 実験条件 

本実験で行った 3 通りの実験条件の概要はそれぞ

れ以下のようになる． 

1)二回判断増税国債条件 

2)一回判断増税国債条件 

3)一回判断方法 AB 条件 

以下，それぞれの条件における質問内容を以下に

説明する． 

 

1)二回判断増税国債条件 

まず，『「震災復興」のためには，何兆円，何十兆

円という，巨額の予算が必要とされています．その

予算の調達については，「増税」と「国債」が考えら

れますが，この両者について，以下のうち，あなた

が思うことに一番当てはまる□の欄にチェックをし

てください．』という文章を提示し，震災復興におけ

る予算調達について増税・国債のどちらの政策を支

持するか 7 件法で回答を要請した．  

 次に，『先に，増税と国債について判断していただ

きましたが，この増税と国債については，それぞれ

次のような特徴があることが知られています．』とい

う文言とともに，増税・国債に関する情報を提示す

る教示文として，以下の 2 つの文章を提示した． 

 増税については，『被災地の人が困っているのだか

ら，皆でオカネを少しずつ支払えば良い．その方法

が増税である．ただし，どれだけ「増税」をしても，

復旧・復興に対する予算を，迅速，かつ，大量に集

められないかも知れない．しかも，「増税」によって，

景気が悪化することも懸念される．ところで，増税

以外にも「国債」（政府がオカネを借りる）という方

法もあるが，今，政府の借入金の総額は，「ＧＤＰ」

の 2 倍近くもあり，このままいけば，最終的に，日

本経済が大混乱に陥るかもしれない．だから，日本

経済が大混乱に陥るリスクを避けるためには，増税

をすると景気が悪化するかもしれず，かつ，十分に

予算を集めることができずに最終的に「被災地・被

災者を十分に助けない」という最悪の事態が生ずる

かもしれないが，「増税」で財源を調達するしかない．』

という文を提示した． 

国債については，『国債を発行すれば（＝政府がオ

カネを借りれば），増税よりも格段に迅速に，かつ，

もっと十分な財源を調達できる．だから，国債で予

算を得れば，「被災地を助けない」という最悪の事態

を避けることができる．しかも，オカネをたくさん

持っている個人や法人（銀行等），あるいは，最終的

には日銀が，政府にオカネを“貸して”あげることも

できる．だから，「国を挙げて政府にオカネを貸して

あげるようにする」なら，国債を発行しても，日本

経済が混乱してしまう危険を限りなくゼロに近づけ

ることができる．ただし，国債を発行することによ

り後生へのツケとなるおそれはある．しかし逆に，

適切な投資を行えば，景気がよくなるかもしれない．

だから，「被災地・被災者を十分に助けない」という

最悪の事態を避けるためにも，日本経済が混乱しな

いようにしっかりとした対策を図りながら，国債を

発行して，迅速，かつ，十分な財源を調達すること

が必要だ．』という文を提示した． 

 この教示文を提示した後に，『さて，改めてお聞き

します．この増税と国債の問題について，あなたが

思うことに一番当てはまる□の欄にチェックをして

ください』という文言とともに，再度，震災復興に

おける予算調達について増税・国債のどちらの政策

を支持するか 7 件法で回答を要請した． 

 

2)一回判断増税国債条件 

 この実験条件は，基本的に，1)の二回判断増税国

債条件と同じであるが，二回判断増税国債条件のよ

うに，国債と増税のそれぞれを説明する教示文を提

示する前に，震災復興における予算調達について増

税・国債のどちらの政策を支持するか回答を要請し

ない．つまり，増税・国債に関する上述の教示文の

提示後にのみ，被験者に回答を要請した． 

まず，『「震災復興」のためには，何兆円，何十兆

円という，巨額の予算が必要とされています．その

予算の調達については，「増税」と「国債」のそれぞ

れについては，以下のような意見も言われています．』

という文言とともに，二回判断増税国債条件におい

て提示した国債と増税のそれぞれについての教示文

と同様のものを提示した． 

そして，その直後に，『さて，この増税と国債の問

題について，あなたが思うことに一番当てはまる□

の欄にチェックをしてください．』という文言で，震

災復興における予算調達について増税・国債のどち

らの政策を支持するか 7 件法で回答を要請した． 

 

3)一回判断方法 AB 条件 

この実験条件は，2)の一回判断増税国債条件と同

様の手続きを踏襲するものであるが，教示分ならび

に質問項目において「増税」「国債」という語句使う

代わりに「方法 A」「方法 B」という文言を用いたも

のである． 

まず，『今，ある国で，「大きな問題」が起こって

しまい，このままでは，多くの人々が貧乏になった

り，死んでしまったりする見通しとなっています．

その問題を解消するためには，巨額の予算が必要と

なります．その予算の調達については，「方法Ａ」と
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「方法Ｂ」が提案されています．それぞれは，下の

ような特徴を持っています．この方法Ａ，Ｂについ

て，以下のうち，あなたが思うことに一番当てはま

る□の欄にチェックをしてください．』という文言と

ともに，下記の教示文を提示した． 

方法 A については，『困っている人がいるのだか

ら，皆でオカネを少しずつ支払えば良い．その方法

が方法 A である．ただし，どれだけ「方法 A」をし

ても，その問題を解決するために必要な予算を，迅

速，かつ，大量に集められないかも知れない．しか

も，「方法 A」によって，景気が悪化することも懸念

される．ところで，方法 A 以外にも「方法 B」（政

府がオカネを借りる）という方法もあるが，今，政

府の借入金の総額は，「ＧＤＰ」の 2 倍近くもあり，

このままいけば，最終的に，その国の経済が大混乱

に陥るかもしれない．だから，その国の経済が大混

乱に陥るリスクを避けるためには，方法 A をすると

景気が悪化するかもしれず，かつ，十分に予算を集

めることができずに最終的に「困っている人を十分

に助けない」という最悪の事態が生ずるかもしれな

いが，「方法 A」で財源を調達するしかない．』とい

う教示分を提示した． 

方法 B については，『方法 B をすれば（＝政府が

オカネを借りれば），方法 A よりも格段に迅速に，

かつ，もっと大量の十分な財源を調達できる．だか

ら，方法 B で予算を得れば，「困っている人を助け

ない」という最悪の事態を避けることができる．し

かも，オカネをたくさん持っている個人や法人（銀

行等），あるいは，最終的には“中央銀行”が，政府に

オカネを“貸して”あげることもできる．だから，「中

央銀行を含めて国を挙げて政府にオカネを貸してあ

げるようにする」なら，方法 B をしても，日本経済

が混乱してしまう危険を限りなくゼロに近づけるこ

とができる．ただし，方法 B をすることにより後生

へのツケとなるおそれはある．しかし逆に，適切な

投資を行えば，景気がよくなるかもしれない．だか

ら，「困っている人を十分に助けない」という最悪の

事態を避けるためにも，その国の経済が混乱しない

ようにしっかりとした対策を図りながら，方法 B を

して，迅速，かつ，十分な財源を調達することが必

要だ．』と提示した． 

この教示文を提示した後に，『この方法Ａ，Ｂにつ

いて，以下のうち，あなたが思うことに一番当ては

まる□の欄にチェックをしてください．』という文言

とともに，方法 A，方法 B についてどちらの方策を

支持するか 7 件法で回答を要請した． 

なお，3)一回判断方法 AB 条件において，震災復

興という語句を用いずに「大きな問題」という仮想

の状況を設定しているのは，「方法 A」「方法 B」と

いう語句と「増税」「国債」との対応関係について，

調査中の被験者が気付く可能性を低減するためであ

る． 

 

 

2.2 調査項目 

次に各調査項目について述べる．調査項目は，大

別すると，以下の項目から構成される（全 30 もしく

は 31 項目）． 

(1) 震災復興の予算調達に関する，被験者の判断

の項目：1 もしくは 2 項目 

(2) 経済への関心に関する項目：2 項目 

(3) 情報源に関する項目：5 項目 

(4) 読書に関する項目：2 項目 

(5) 学歴に関する項目：3 項目 

(6) 大衆性に関する項目：17 項目 

 以下に，上記の調査項目(1)～(6)について詳述す

る．(1)は各実験条件における被験者の判断に関する

調査項目であり，被験者は上述した 3 通りの実験条

件のいずれか 1 つに割り当てられる．また，(2)～(6)

は個人属性について本研究で設定した説明因子に関

する調査項目であり，全被験者 300 人共通の質問項

目となっている． 

 

(1)震災復興の予算調達に関する，被験者の判断の項

目 

上述のように，「二回判断増税国債条件」「一回判

断増税国債条件」「一回判断方法 AB 条件」の 3 種類

において，「増税を中心にまかなうべき」から「国債

を中心にまかなうべき」，或いは，「方法 A を中心に

まかなうべき」から「方法 Bを中心にまかなうべき」

の 7 件法で回答を要請した．なお，この質問は必須

回答とした． 

 

(2) 経済への関心に関する項目：2 項目 

 本調査では，「増税」や「国債」などの経済政策を

題材としているため，経済への関心や経済の情報に

対する積極性を，判断結果と関係のある重要な個人

属性と考え，これらの傾向について測定するための

質問項目を設定した(必須回答)． 

 まず，被験者の経済への関心を測るため，「あなた

は，経済にどの程度関心がありますか」という質問

に対して「1.とても関心かある」から「7.全く関心が

ない」の 7 件法で回答を要請した． 

 さらに，経済に関する情報収集への積極性を測定

するため，「経済について本を読んだり雑誌を買った

りすることは多いですか」という質問に対して「1.

とても多い」から「7.とても少ない」の 7 件法で回

答を要請した． 

 

(3) 情報源に関する項目 5 項目 

Hawthorne(1993) 5）は，「大衆は国内外の問題につ

いて基本的な情報をマスメディアに依存しており，

そのためマスメディアは国の政策，および政治に対

する知識や政府のあり方への潜在的な影響を与えて

いる」と指摘しており，経済政策におけるマスメデ

ィアの影響が大きいということが示唆されている．

よって，本調査においても，被験者の情報源を重要

な個人属性と考え，日常的に接触しているマスメデ

ィアについて，以下のような質問を行った． 
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ⅰ) 新聞(自由回答) 

 「あなたが普段読む新聞は何ですか．」という質問

に対して，「1.朝日新聞」，「2.日経新聞」，「3.毎日新

聞」，「4.読売新聞」，「5.産経新聞」，「6.その他」，「7.

新聞は読まない」の中から選択を要請した(複数回答

式)． 

ⅱ)ニュース番組(自由回答) 

 「あなたが普段よく視聴するニュース番組は何で

すか．もしくは，よく視聴するチャンネルをお答え

ください．なければ空欄で結構です．」という問に，

自由記述の形で回答を要請した． 

ⅲ)インターネット(自由回答) 

 「あなたが普段情報を収集するインターネットペ

ージを教えてください．なければ空欄で結構です．」

という問に，自由記述の形で回答を要請した． 

ⅳ)書籍・人物(自由回答) 

 「あなたが経済について影響を受けた本がある，

或いは人物がいる場合には，教えてください．なけ

れば空欄で結構です．」という問に，自由記述の形で

回答を要請した． 

また，上記の質問の後で，経済に関する情報源と

して主要なマスメディアは何かを尋ねるため，「あな

たは，『経済のこと』について，どこから情報を得る

ことが多いですか．」という質問に対して，「1.テレ

ビ」，「2.新聞」，「3.インターネット」，「4.書籍」，「5.

その他」，「6.全く情報を得ていない」の中から最大

で三つまで選択を要請した(必須回答)． 

 

(4) 読書に関する項目：2 項目 

 本調査における提示情報は長い文章を伴う．情報

提示効果の考察にあたり，被験者が情報を十分に読

解できているか，或いは，抵抗感により読み飛ばし

ていないかを検討することが重要であると考え，「読

書頻度」と「読書に対する抵抗感」に関する質問項

目を設定した(必須回答)． 

 読書頻度については，「あなたが，『本を読む』の

はどの程度ですか」という問に，「週/月/年に○冊ほ

ど」という形での回答を要請した．読書抵抗感に関

しては，「あなたは，『本を読む』ことに対する抵抗

がありますか．」という質問を，「1.とても抵抗があ

る」から「7.全く抵抗はない」の 7 件法で回答を要

請した． 

 

(5) 学歴に関する項目：3 項目 

 教育と政治行動に関する政治心理学研究のなかで，

教育のレベルが高いほど投票への参加意向が高いこ

と，教育や収入のレベルが低いほど政治情報をテレ

ビに依存することなどが知られている 7)．よって，

本調査においても，教育のレベルや系統と経済政策

に関する判断結果との間に関係がある可能性を考え，

その検討のために，学歴に関する以下の質問項目を

設定した(必須回答)． 

ⅰ) 最終学歴 

「あなたの最終学歴は何ですか．(現在，まだ学生

の方の場合は，見込みを記載ください)」という文言

で，「1.大学院」，「2.大学」，「3.高校」，「4.中学校」，

「5.その他」の選択形式で質問した． 

ⅱ) 学校名 

 最終学歴の学校名を自由記述の形で記載するよう

要請した． 

ⅲ) 文系・理系 

 「あなたは理系ですか．文系ですか．」の問に，「1.

理系」，「2.文系」，「3.分からない」の三つから選択を

要請した． 

 

(6) 大衆性に関する項目：17 項目 

大衆性は現代社会の代表的な属性と言われている

(若田，1995) 6)．また，羽鳥・小松・藤井(2008)で

は，個人の大衆性を表す質問項目を作成し，大衆性

についての心理尺度を構成しており，大衆性が「傲

慢性」と「自己閉塞性」という２つの因子から構成

されることが示されている．この尺度を用いた検証

の結果，合意形成問題に関して，大衆性の高い個人

は，行政活動への直接的な関与を強く要求する一方

で， 政府・行政の公共事業の必要性を認知せず，さ

らに，行政を信頼しない傾向にあることが指摘され

ている 7)．これらの知見より，大衆性と判断結果と

の間に関係がある可能性を考え，その検討のために

この指標を用いた． 

先行研究 7)で提案された大衆性尺度を用いて，指

標を測るための質問項目として，表１に示すような

2 因子（傲慢性，自己閉塞性）17 項目の質問を設定

し，各項目について「1.全く思わない」から「7.とて

もそう思う」の 7 件法で回答を要請した． 

ここで，傲慢性は，自分自身や社会等の種々の対

象に対する自らの制御能力についての過大な評価に

関する質問項目から構成され，一方，自己閉塞性は，

外部世界に対する関心および外部世界との紐帯や，

その中での責務に関する質問項目から構成される．

そして，「傲慢性」尺度については対応する 11 項目

の加算平均から，「自己閉塞性」尺度については対応

する 6 項目のそれぞれを反転した上で求められる

加算平均から，それぞれの尺度を構成している 28)． 

以上より調査項目についてまとめる．「経済への関

心」，「情報源」，「読書」，「学歴」等の個人属性につ

いては，調査結果をそのまま，増税・国債の判断に

対する説明因子として用いる．「傲慢性」，「自己閉塞

性」，「大衆性」については，調査結果より算出され

る値であるのでこれらを求め，判断結果に対する説

明因子として用いる． 

 

2.3 有効回答者の選定 

すべての実験条件において，情報提示画面から回

答画面に移るための条件は，情報画面下部にある「よ

くお読みいただけましたか」という質問項目に対し

て「1.はい」「2.いいえ」のうち，「1．はい」を選択

することである．ここで「2.いいえ」を選択すると，
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再び情報提示画面へと戻る仕様になっている．「2.

いいえ」を選択した後の，二度目の情報提示画面に

おいても，一度目と同様に「1.はい」「2.いいえ」の

選択肢があり，「1.はい」を選択すれば情報提示画面

から回答画面に移る．ここでも再び「2.いいえ」を

選択した被験者については，調査を途中終了し，デ

ータとして回収しないこととした．これは，被験者

の判断結果に情報提示効果が反映されていないと考

えられるためである．この基準により得られた有効

回答者数が各実験条件それぞれ 100人となるよう調

査を行った． 

 

3 分析結果 

本節では，二回判断増税国債条件の被験者（n=100）

における「情報提示前判断」と「情報提示後判断」

について各測定値の平均値の差の検定（t 検定）およ

び分散分析を行った結果を示す． 

また，一回判断増税国債条件の被験者（n＝100）

の情報提示後判断を「増税国債条件判断」と呼称し，

また，一回判断方法 AB 条件の被験者（n＝100）の

情報提示後判断を「方法 AB 条件判断」と呼称する．

この，「増税国債条件判断」と「方法 AB 条件判断」

について同様に各測定値の平均値の差の検定（t 検定）

および分散分析を行った結果を示す． 

 

3.1「情報提示前判断」と「情報提示後判断」におけ

る分析結果 

「情報提示前判断」と「情報提示後判断」につい

て平均値の差の検定（t 検定）を行った結果を表 1

に示す．表 1から示されるように，「情報提示前判断」

と「情報提示後判断」との平均値の差は 0.28 であり

統計的有意差（t(100)=-3.192 ，p<0.01）が確認され

たため，教示文による情報提示によって，国債をよ

り選好する傾向が強まることが統計的に示された． 

続いて，より詳細な知見を得るため，各個人属性

グループ毎に「情報提示前判断」と「情報提示後判

断」の平均値の差異についての t 検定を行った．こ

れにより，統計的有意差が確認された個人属性につ

いては，表 2に示す． 

また，その個人属性における交互作用を確かめる

ために，被験者内変数を情報提供前後における被験

者の判断結果として，被験者間因子を各個人属性と

した反復測定分散分析を行った．この反復測定分散

分析の結果も併せて表 2に示す． 

 
表 1 

「情報提示前判断（M=4.23）」と「情報提示後判断

（M=4.51）」における t 検定結果 

 

 
 

 

表 2 

「情報提示前判断」と「情報提示後判断」における t 検定と分散分析結果(個人属性別) 

 

 

 

t値 自由度 有意確率（両側） 平均値との差
-3.192 99 .002 -.280

事前判断と情報提供後判断

*:10%有意 **:5%有意 ***：1%有意

「1:増税中心で賄うべき」～「7:国債中心で賄うべき」
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表 2 より，まず経済に関心があるか否かにおいて

交互作用が見られ，「経済に関心がない人は，提示情

報によって有意に国債よりの判断を強めているが，

経済に関心がある人では，そういった傾向がみられ

ない」という結果が得られた． 

また，新聞を経済に関する情報源とするか否かに

おいても交互作用が見られ，「新聞を情報源とする人

は，提示情報によって有意に国債よりの判断を強め

ているが，新聞を情報源としない人では，そういう

傾向がみられないこと」という結果が得られた． 

さらに，本を読むことに抵抗があるか否かにおい

ても交互作用が見られ，「本を読むことについて抵抗

がない人は，提示情報によって有意に国債よりの判

断を強めているが，本を読むことに抵抗がある人で

は，そういう傾向がみられない」という結果が得ら

れた． 

 なお，以上の結果に加えて，分散分析では交互作

用が有意にならなかったものの，一方のグループだ

けが情報提供効果が 1%有意で，もう一方のグルー

プにおいて有意とならなかった変数として，以下の

5 つの変数がある（表 2参照)． 

「経済に関する情報源書籍か否か」（そうでな

い場合に有意差有り） 

「理系か文系か」（理系に有意差あり） 

「大衆性が高いか低いか」（低い場合に有意差

あり） 

「傲慢性が高いか低いか」（低い場合に有意差

あり） 

「自己閉塞性が高いか低いか」（低い場合に有

意差あり） 

 

3.2「増税国債条件判断」と「方法 AB 条件判断」に

おける分析結果 

「増税国債条件判断」と「方法 AB 条件判断」」に

ついて平均値の差の検定（t 検定）を行った結果を表

3 に示す．表 3 から示されるように，「増税国債条件

判断」と「方法 AB 条件判断」との平均値の差にお

いて統計的有意差がないこと（t(200)=-0.788，p=0.432）

が確認された． 

そこで，各個人属性グループ毎に「情報提示前判

断」と「情報提示後判断」の平均値の差異について

の t 検定を行った．（表 4 参照）．だが，表 4 からも

分かるように，個人属性によるグループ毎に t 検定

を行ってもなお，「増税国債条件判断」と「方法 AB

条件判断」との間に統計的有意差はなかった． 

 

表 3 

「増税国債条件判断（M=4.4）」と「方法 AB 条件判断

（M=4.59）」における t 検定結果 

 

 

 

 

表 4 

「増税国債条件判断」と「方法 AB 条件判断」における t 検定結果(個人属性別) 

 

 

 

 
 

 

 

 

t値 自由度 有意確率（両側） 平均値との差
-0.788 198 .432 -.190

増税国債条件判断と方法AB条件判断

*:10%有意 **:5%有意 ***：1%有意

「1:増税中心で賄うべき」～「7:国債中心で賄うべき」
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4 考察 

 

4.1「情報提示前判断」と「情報提示後判断」におけ

る分析結果の考察 

本実験において用いた教示文による情報提示によ

って，国債をより選好する傾向が強まることが統計

的に示された．また，この教示では国債と増税の特

徴について基本的に同程度説明していたものであり，

このことは，多くの国民が国債と増税について十分

な情報を所持した上で国債と増税の選択判断を行っ

ては「いない」ことを，そして，一定量の情報を提

供し，それを理解させることで，増税よりも国債を

選好する傾向が強まることを示唆している． 

これはさらに，現状の世論における，以下の3つ

の可能性を示唆している． 

1) 増税をより選好するバイアスがある一方で，国

債を軽視するバイアスが存在する可能性があ

る． 

2) 多くの国民は，増税を支持する情報を一定程度

理解している一方で，国債を支持する情報につ

いてはあまり理解していない可能性がある． 

3) マスコミ世論において増税に対する好意的な

情報やメッセージが，国債に対する好意的な情

報やメッセージよりも多いという可能性があ

る． 

なお，この三番目の含意は，田中（2012）の研究

でも，実証的に裏付けられているものでもある3)．

いずれにしても，国民は不十分な情報下で国債と増

税の選択問題に判断を下していることが示唆された

ことを勘案すると，現在の国債と増税についての国

民判断が必ずしも「適正」とは言えない方向に偏向

しており，かつ，その偏向は，客観的な情報提供に

よって，一定程度「矯正」可能であることを，本研

究は示唆しているものと解釈することが可能である． 

また，特に，新聞を経済に関する情報源とするか

否かにおいて，交互作用が見られ，「新聞を情報源と

する人は，提示情報によって有意に国債よりの判断

を強めているが，新聞を情報源としない人では，そ

ういう傾向がみられない」という結果が得られた． 

さらに，本を読むことに抵抗があるか否かにおい

ても交互作用が見られ，「本を読むことについて抵抗

がない人は，提示情報によって有意に国債よりの判

断を強めているが，本を読むことに抵抗がある人で

は，そういう傾向がみられないことが分かる」とい

う結果が得られた． 

すなわち，国債と増税についての客観的な情報提

供に伴う，国民判断の「矯正効果」は，一定の読書

能力を有した新聞を情報源としているような，いわ

ゆる「リタラシー」が高い人の方が，より強いとい

うことが示唆された．このことから，客観的な情報

を提供しても，リタラシーが低い人においては，情

報提供によって判断の歪みを「矯正」する効果は低

いことを示唆している．当然ながら，リタラシーが

低い層も国民世論の重大な形成効果を持つことは間

違いないことから，こうした階層における認識の歪

みを矯正するためには何が必要なのかを考えていく

ことは，今後の重要な課題であると言えるだろう． 

 

4.2「増税国債条件判断」と「方法 AB 条件判断」に

おける分析結果の考察 

「増税」「国債」という語句を用いた情報提示を行

った場合の被験者の判断と，「増税」「国債」の代わ

りに「方法 A」「方法 B」という語句を用いた場合の

被験者の判断では，その判断の選好において統計的

に有意な差は得られなかった． 

これは，東日本大震災が未曽有の大災害であり，

今日においても人々の印象に強く残っているため，

今回の情報提供において用いた「大きな問題がおき，

多くの人が貧乏になったり，死んでしまったりする」

という状況設定から，被験者が東日本大震災を連想

した可能性が考えられる．この場合，予算の調達方

法に関して「方法 A」「方法 B」という表記はしてい

るものの，被験者がそれぞれを「増税」「国債」と認

識してしまい，増税国債条件と方法 AB 条件との間に

有意な差が得られなかった可能性が考えられる． 
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